
まちづくり懇談会

第１部 市からの情報提供



証明書のコンビニ交付サービス開始

コンビニ交付サービスは、コンビニエンスストアやドラッグストア
等に設置されているマルチコピー機で、住民票と印鑑登録
証明書を取得できるサービスです。
お近くの店舗で手軽に証明書を取得できる「コンビニ交付
サービス」をぜひご利用ください。

１ サービス開始日

■令和５年１２月１１日（月）

2 利用できる時間帯

■午前６時３０分～午後１１時まで
※利用できる時間は各設置店舗の営業時間内

※12/29～1/3及びメンテナンス日は休止します

３ 必要なもの

■マイナンバーカード（本人のもの）
■暗証番号（利用者証明用 数字４桁）
※カードの状況によりご利用できない場合があります

４ 利用可能店舗

■セイコーマート
■セブンイレブン
■ローソン
■サッポロドラッグストアー
■マックスバリュ など

５ 取得できる証明書

■住民票の写し ……３００円
※本人及び同一世帯全員のものを発行できます

■印鑑登録証明書…４００円
※印鑑登録をしている本人のもののみ発行できます

担当部署 留萌市役所市民課（戸籍住民係 ☎４２－１８０５）

R5.11.28
まちづくり懇談会資料

マルチコピー機
イメージ



令和５年度の除雪体制（案）1

令和４年１月上旬早朝の積雪状況



令和３年度の大雪とバス路線の運行停止

○令和３年度の累積降雪量は570㎝

○過去10年で２番目に多い

○12月の降雪は16日以降の短期集中

○全３系統の市内路線バスが運行停止

○運休日数は最長33日間

○主な要因は道路幅員の狭小化
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除排雪体制の改変策１

①令和４年度の取組み

主要路線における改変対策

○市内バス路線を含む主要路線の
「栄町地区外」、「南町地区外」、
「沖見町地区外」の３地区を一括統
合

○除排雪を受託していた３社（堀建
巧業㈱、光栄運輸㈱、㈱赤沼商会）
に以前の施工実績がある１社（㈱北
交産業）を加えた４社共同企業体
（JV）により大雪に備えた応援体制
を構築

主要路線３地区の範囲図
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②令和５年度取組み

除排雪体制の改変策２

市内路線全域における改変対策

○道路除排雪を受託していた事業者
８社により「留萌市除排雪事業協同
組合」を設立

○大雪対策として、特に運搬排雪に
よる市道路線の拡幅作業が遅れてい
る箇所へ、組合構成事業者による全
市内での流動的な応援体制の構築に
より、柔軟で効果的な対応が可能と
なる
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その他継続的な取組み

【道路管理者間の連携】

○各道路管理者間の連携を強化し、情報
の共有と具体的対応策の検討

⇒【対応策】幹線ルートを優先した排雪運
搬車両の調整

5
【地域協働と啓発】

○要件緩和によるコミュニティー除雪の
推進

⇒【対応策】家屋連担数３戸や道路幅員要
件３ｍ以上に緩和

○道路への雪出し禁止の啓発を強化

⇒【対応策】関係機関との合同啓発パト
ロールの再実施

【一次堆雪場の確保】

○空き地に関する情報を活用し、市道除
雪の一次堆雪場として利用可能な用地を
確保

⇒【対応策】昨シーズンの堆積場のほか新
規用地取得箇所を新たに提供（元町を追加予
定）

【市民雪捨場の日曜日開設】

○働き方改革との調和を図りつつ市民雪
捨場の開設日を増やし排雪作業を促進

⇒【対応策】排雪繁忙期に市民雪捨場を日
曜午前に臨時開設
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高齢者市内バス利用促進実証実験事業

➋自動車免許返納者又は失効者
（７５歳以上）

■バス割引券 1冊60枚綴
■割引率 ５０％（半額）
■申請に必要なもの マイナンバーカード等の身分証明証

■バス割引券 1冊６０枚綴 ■割引率 １00％（全額）
■申請に必要なもの ・マイナンバーカード等の身分証明証

・自動車運転の経歴がわかる書類
①運転免許の取消通知書
② 運転免許経歴証明書
③ 返納や失効が確認できる運転免許証）

➊75歳以上の方
（昭和２４年３月３１日以前）

申請窓口

沿岸バス㈱

留萌市役所
【市民課】

【政策調整課】

はーとふる

※本人以外の申請もOK（使用者の身分証明書必要）
※申請期間及び使用期間は、６月１日から３月末まで

➊申請・バス割引券配布

➋バス利用（整理券＋バス割引券+110円）

整理券

バス割引券

➊申請・バス割引券配布

➋バス利用（整理券＋バス割引券）

バス割引券

免
返

委
託
契
約

半額
割引

全額
割引

整理券

６月１日
スタート

１ 制度概要（フロー）

■目的 高齢者の移動手段の確保、市内路線バスの利用促進及び公共交通の維持・活性化を図る。
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高齢者市内バス利用促進実証実験事業

２ 割引対象の路線

※割引は、乗降とも留萌市内に限る。市外にまたがっての利用は対象外。

➊市内中心部【全区間】

➋元町・春日町・三泊町方面
【留萌市立病院～三泊稲荷神社前の間の区間】

・幌延留萌線
・初山別留萌線
・羽幌留萌線

・留萌別苅線

➌礼受方面
【留萌市立病院～礼受の間の区間】

・留萌峠下線
・留萌旭川線

➍藤山・幌糠・峠下方面
【留萌十字街～峠下分岐点の間の区間】

■割引後の運賃
・市内近郊線Ａ、日東団地線 220円→110円
・幌延留萌線等（十字街～三泊）270円→140円
・留萌別苅線（市立～礼受） 320円→160円
・留萌峠下線（十字街～峠下） 500円→250円 2



高齢者市内バス利用促進実証実験事業
3 利用状況【令和５年１０月末現在】

区分
全額免除 半額免除 計

割合積算
内容 割合 内容 割合 内容 割合

対象者 4,070人

申請人数 284人 7.0% 651人 16.0% 935人 23.0%申請人数/対象者

利用人数 226人 5.6% 448人 11.0% 674人 16.6%利用人数/対象者

利用枚数 4,499枚 26.4% 9,268枚 23.7% 13,767枚 24.5%
利用枚数/（申請人数
×60枚）

利用金額 1,042,860円 － 1,059,940円 － 2,102,800円 －

対象者4,070人

23.0％

申請人数の割合

2４.５％

利用枚数の割合

７５歳以上の対象者のうち 23.0％（935人）が申請。 申請者のうち、24.5％が実際割引券を使用。

バス利用の対比
（市内近郊線 1便あたり）

R4 
9.0人

R5 
13.8人

1便あたり4.8人の利用増

利用者アンケートを実施（対象：利用者200名、未利用者100名） 事業検証、次年度事業に反映

担当課 市・政策調整課（42-1809）課

※約7割が未使用
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スマートフォンやタブレットから、ごみの分別や収集日などを
手軽に確認できます。ぜひ、お気軽にご利用ください。 

 

令和 5年 10月 1日配信スタート！！ 

Android iPhone iOS 

ごみの分別が手軽に
わかりまーす！ 

ごみ収集日のお知
らせしますよ！
（出し忘れ防止！） 

アプリを利用するには下のバーコードを読み取るか、アプリストアで「留萌南
部衛生組合ごみ分別」と検索し、ダウンロードしてください。 
 

お問い合わせ先：留萌南部衛生組合 ℡：0164-43-2555 

アプリの利用で気づいた点や改善してほしい点があれば、、、 

ごみの収集日が
わかる！ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【初期設定】 

このアイコンが目印 

お住いの地区を選択し画面右
上の「保存」をタップ 

【便利な機能】 ごみ分別辞典 ごみの出し方 

品名等を入力して詳細を確認 
 

月間カレンダー アラート機能 

月のスケジュールが
一目でわかる 

出したいごみのアラートを設定し、時間が来たら
スマホに通知（出し忘れ防止に便利） 

分別種類ごとの出し方の詳細を確認 

初期設定終了 
 



まちづくり懇談会

第２部 意見交換
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５つの核・拠点形成
留萌が持つ自然環境や資源・資産を有効に活用し、 民間企業等の活力を利用するな
ど、なるべく市の予算を使わず、知恵と工夫を施して、地域課題の解決と、新たな産業・
新しいビジネスを創り、雇用・関係人口の増を図り、留萌の持続的な発展を実現します。



「モンベルアウトドアヴィレッジ
るもい構想」の進捗状況

2023.11.28
留萌市地域振興部



「モンベルアウトドアヴィレッジるもい構想」について

道の駅るもい内における広大な敷地を活用し、留萌市又は留萌振興局管内におけるアウトドア
を進める拠点施設として、管内全体のフィールドやツアーなどの観光情報の集積、発信のほか、
情報だけではなく実際にアウトドア体験や、アウトドア商品の購入、さらには、本施設からの発着
できる周遊ルートの設定や、道路を挟んで留萌港を眼下に、休憩、滞在、また、アクティビティの
体験可能な環境を整備。
また、宿泊できる滞在型施設を併設し、キャンプステイのほか既存の「屋内交流・遊戯施設」とも
連携しながら、親子や家族連れに優しく、安心して時間の過ごせる環境を提供する。
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（１）ハード面での整備について

目次

（２）ソフト面での整備について

2



令和５年度における拠点施設整備の取組について

【今年度の目標】
本構想におけるアウトドア・アクティビティ拠点施設整備に向け、

施設機能及び周辺整備における基本計画を策定。

（株）モンベルをはじめ、関係機関と協議しながら、以下の内容を整理。
・拠点施設の規模、施設機能、事業方針
・周辺の土地利用及び施設配置、維持管理・運営方針、概算事業費、事
業スケジュール
・経済効果（直接・間接）の試算

・今後の課題整理
・イメージパースの作成

当初構想における拠点施設の配置場所についても、現在見直しを行ってお
り、施設に盛り込む機能や、運営方針についても、今年度、基本計画の中
で整理。
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アウトドアヴィレッジるもい整備による観光拠点形成プロジェクト

【事業目的】
「道の駅るもい」をアウトドア観光の核として「稼ぐ観光」へシフトし、イン
バウンド需要の取り込み、関係・交流人口の増加により若者に魅力ある
雇用づくりや、アウトドア人材の集積などの新たな観光ビジネスの創出と、
市民に幅広く還元できるまちづくりを目指す。

【令和５年度の事業内容】

本事業で拠点施設の基本計画等を策定するとともに、来年度以降のアウトドア拠点施設
整備での交付金（地方創生拠点整備タイプ)活用に繋げていく。

令和5年度 デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）

施設整備に向けた
サウンディング調査
基本計画策定等業務

1
アウトドアDMO等
組織化検討業務

２ 鉄道遺産活用
可能性調査業務

３

内閣府より採択（～R7）
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アウトドア・アクティビティ拠点施設整備のスケジュール

全体スケジュール

令和５年度スケジュール

基本計画

等策定

実施計
画・設計

工事
オープ
ン

令和６年度 令和７年度 令和８年度令和５年度

基本計画

素案作成

パブリックコメント

市民説明会

基本計画

策定

12月～１月中 １月～２月 ３月

デジ田交付金
（地方創生推進タイプ）

デジ田交付金
（地方創生拠点整備タイプ）
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留萌商工会議所からの提案書提出（11月27日）

JR留萌駅周辺跡地の今後の活用と道の駅るもい、ならび

にモンベルアウトドアヴィレッジるもい構想に関する提案

R5.11.27 経済界からの提案
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（１）ハード面での整備について

目次

（２）ソフト面での整備について
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北海道の左上。日本海絶景ロード・オロロンライン

るもいにおけるアウトドアメニュー開発について

オロロンライン試走会

意見交換会

サイクリング
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るもいにおけるアウトドアメニュー開発について

SUP（サップ）

留萌ダムでの体験会の様子

オトナ女子会

DOG SUP
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るもいにおけるアウトドアメニュー開発について

ロゲイニング

制限時間内に市内のチェックポイントを回り、チェックポイントごとに割り当てられた得
点の合計で競争する競技。今回はラン・ウォーキングとサイクリングの２部門で実施。

優勝しました！

悪天候の中、
がんばりました
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令和5年度 デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）

施設整備に向けた
サウンディング調査
基本計画策定等業務

1
アウトドアDMO等
組織化検討業務

２
鉄道遺産活用
可能性調査業務

３

アウトドアヴィレッジるもい整備による観光拠点形成プロジェクト

【事業目的】
「道の駅るもい」をアウトドア観光の核として「稼ぐ観光」へシフトし、イン
バウンド需要の取り込み、関係・交流人口の増加により若者に魅力ある
雇用づくりや、アウトドア人材の集積などの新たな観光ビジネスの創出と、
市民に幅広く還元できるまちづくりを目指す。

【令和５年度の事業内容】

内閣府より採択（～R7）
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留萌管内８市町村がモンベルフレンドエリア登録

市内７店舗がフレンドショップに登録

今年度中に留萌管内全ての
道の駅登録に向けて準備中

地域資源をエリア
として発信
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広報留萌におけるコラム掲載

令和５年11月号から
「アウトドアと留萌（まち）
の未来～モンベル誘致を
目指して～」と題して、コ
ラムを掲載しています

＜１１月号 シリーズ①＞
「なぜ留萌市は㈱モンベルと？」

＜１２月号・１月号 シリーズ②・③＞
「どうして留萌でアウトドア観光なの？（前編・後編）」

各月のテーマについて ※２月・３月は未定
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学校給食事業の
民間委託化について

留萌市教育委員会
学校給食センター

20231128_まちづくり懇談会 資料



■現在の市内小中学校の児童生徒数

学校名 児童数

留萌小 ２６５人

東光小 ２０２人

港北小 １０人

潮静小 ５５人

緑丘小 １４７人

児童数計 ６７９人

学校名 生徒数

留萌中 ２３３人

港南中 １３１人

生徒数計 ３６４人

小学校 中学校

合 計 １,０４３人

（R5.4.10現在）
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■児童生徒数（小中学生）の推移

3,964 

2,561 

1,685 

1,238 

730 

480 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

給食センター
建設当時

H3
(1991)

H12
(2000)

H22
(2010)

R2
(2020)

R12
(2030)

R22
(2040)

小学生 2,555 1,660 1,107 788 475 318

中学生 1,409 901 578 450 255 162

計 3,964 2,561 1,685 1,238 730 480

（R１２～推計値 ）

建設から

約30年経過

建設から

約50年経過
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１．学校給食事業の民間委託化

【概要】

〇現在の留萌市学校給食センター(H3年供用開始)

について、建物･土地･調理機器等の一式を
民間事業者へ有償譲渡し、譲渡収入については
学校給食センターに係る、国への起債償還、
補助金･交付金の返還に充てる

〇事業者側は施設に必要な改修を加えた上で
これまで同様に安全で栄養バランスを考えた
あたたかい学校給食を提供
（アレルギー対応も可能となる）
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１．学校給食事業の民間委託化

〇さらに民間委託化によって生じる財政効果額の
活用により、給食費保護者負担やアレルギー
代替食に係る保護者負担の軽減、地元食材の

活用拡大など子育て支援の充実を図る
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２．現状･課題
１．給食センター施設の老朽化
・施設の長寿命化に係る経費が必要(約2.9億円)
・引き続き児童生徒数の減少が
見込まれる中、将来的な全面
建替の事業費負担(約23億円)

２．調理員不足による調理体制の確保
・慢性的な調理員の不足･欠員により調理業務に苦慮

・食材価格や光熱費高騰による給食費への影響
(保護者負担の増)

３．物価高騰に伴う給食費への影響
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２．現状・課題
４．アレルギーを持つ児童生徒への対応
・食物アレルギーの児童生徒へのアレルギー対応
給食の提供について、現状の施設･設備、調理員
体制では困難

５．給食費の管理徴収業務の軽減
・給食費の管理徴収業務における教職員の業務負担
軽減（働き方改革）

・少子化の進行による児童生徒への給食提供数の
減少に伴う地元業者による調理や食材調達の減少

６．少子化の進行による地元業者への影響
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３．効 果

１．市の財政負担の軽減
・今後見込まれる給食センターの大規模改修･整備や

将来的な全面建替の行政負担が事業者側に移行
・学校給食事業の民間委託化により年間運営経費の
コスト軽減が図られる

・コスト軽減に伴う財政効果額を物価高騰に伴う
給食費保護者負担の軽減やアレルギー代替食に
係る保護者負担に活用する

２．給食費保護者負担の軽減
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３．効 果
３．調理体制の安定的確保

・民間食品製造事業者の製造拠点となる施設として

常時稼働になり、待遇改善にもつながることから

給食調理員の安定的確保が図られる

・民間事業者が施設整備を行い
アレルギー対応設備が設置され
「アレルギー代替食」の提供が
可能となる

４．アレルギー対応給食の提供が可能
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３．効 果

・コスト軽減に伴う財政効果額の有効活用により、
地元食材を活用した献立を積極的に取り入れ、
子どもたちが味わうことにより、「地産地消」の
大切さと地域を学ぶ食育の推進が図られる

５．地元食材の活用拡大

・教職員の働き改革として求められている給食費
管理徴収の負担軽減についても、給食費徴収は
事業者が行うことから業務負担の軽減が図られる

６．給食費管理徴収に係る学校現場の負担軽減
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３．効 果
さらに期待される効果として

・栄養教諭と民間事業者の連携による豊富で多彩な
献立メニューにより、子どもたちが喜ぶ学校給食
を提供することができ、かつ食品ロス（残食）の
軽減が期待される。

②子どもたちが喜ぶ多彩で豊富なメニュー

①幼稚園等への給食提供による子育て支援

・幼稚園や高校などへの給食提供に
より、新たなサービス展開による
子育て支援が図られる。
（7/6 市内幼稚園から「要望書」提出あり）

1０



４．検討状況

現在「学校給食事業の民営化」については、
教育委員会において審議･検討している段階
であり、広く様々な関係者の皆様の意見を
いただくため ｢学校給食センター運営委員会｣
への諮問を行い、慎重に審議を行っていま
す。

現在、学校給食センターは、施設の老朽化、物価高
騰、調理員不足、アレルギーを持つ児童生徒の対応な
ど、多岐にわたる課題を抱える中、今後も子どもたち
にとって安全・安心で持続可能な給食提供を目指した

「学校給食事業の民営化」を検討しています。
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